
 

 

 

 

 

 

 

分析値業種別三期比較表 

（平成 28年～平成 30年） 
 

 

 

 

 

 

はじめに 

 本書は参謀役シリーズサポート契約ユーザー様にご提供しております。 

 下記の事項をお読みいただき、ご了承いただいたうえでご利用ください。 

 

 

 

 

本書の記載について 

・本書は中小企業庁「中小企業実態基本調査」 平成 28年確報、平成 29年確報、平成 30年確報に基づき 

 各指標の分析値を当社独自の計算方法により算出したものであり、その正確性について保証するものでは 

 ありません。 

・本書の情報をご利用になったこと、またはご利用になれなかったことにより生じたいかなるトラブル、損失、損

害について当社は一切の責任を負いません。 

 ・本書の内容に関するお問い合わせにはお答えできません。 



全業種

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 3.0 ％ 3.5 ％ 3.5 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 3.6 ％ 4.1 ％ 4.2 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 2.1 ％ 2.5 ％ 2.7 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 24.9 ％ 25.6 ％ 25.1 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 2.7 ％ 3.0 ％ 3.1 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 3.2 ％ 3.5 ％ 3.7 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 1.8 ％ 2.2 ％ 2.4 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 6.9 ％ 7.3 ％ 7.1 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 22.3 ％ 22.6 ％ 22.0 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 10.1 ％ 10.0 ％ 10.2 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.5 ％ 0.4 ％ 0.4 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 1.1 回 1.2 回 1.1 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 2.5 回 2.5 回 2.4 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 3.4 回 3.5 回 3.4 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 48.0 日 46.7 日 47.0 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 27.4 日 24.3 日 27.0 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 36.4 日 37.1 日 37.8 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 2.6 倍 2.5 倍 2.5 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 5.4 ％ 6.3 ％ 6.6 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 38.8 ％ 40.1 ％ 40.5 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 157.9 ％ 149.5 ％ 147.1 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 34.2 ％ 33.3 ％ 32.8 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 163.9 ％ 170.5 ％ 172.3 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 111.6 ％ 119.3 ％ 117.9 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 68.4 ％ 67.3 ％ 67.3 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 118.7 ％ 115.2 ％ 114.8 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 24,776 千 25,283 千 26,266 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 10,232 千 10,456 千 10,371 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 41.3 ％ 41.4 ％ 39.5 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 788 千 884 千 972 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 4,224 千 4,375 千 4,552 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 41.3 ％ 41.8 ％ 43.9 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 7,220 千 7,161 千 7,537 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 141.7 ％ 146.0 ％ 137.6 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 21,768 千 21,537 千 23,373 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 47.0 ％ 48.5 ％ 44.4 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 7.7 ％ 8.5 ％ 9.4 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 92.3 ％ 91.5 ％ 90.6 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

全業種合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



建設業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 4.3 ％ 4.3 ％ 5.0 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 4.5 ％ 4.8 ％ 5.7 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 2.7 ％ 2.9 ％ 3.8 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 19.9 ％ 20.9 ％ 21.1 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 3.3 ％ 3.2 ％ 3.8 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 3.5 ％ 3.5 ％ 4.3 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 2.1 ％ 2.2 ％ 2.9 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 7.4 ％ 8.1 ％ 8.0 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 16.6 ％ 17.7 ％ 17.3 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 8.4 ％ 8.7 ％ 8.7 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.4 ％ 0.3 ％ 0.3 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 1.3 回 1.3 回 1.3 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 4.1 回 4.5 回 4.2 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 5.8 回 6.2 回 5.9 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 40.2 日 37.0 日 39.5 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 30.6 日 27.4 日 30.8 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 33.2 日 36.1 日 35.7 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 2.6 倍 2.5 倍 2.4 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 7.1 ％ 7.3 ％ 9.3 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 38.0 ％ 39.5 ％ 40.8 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 163.5 ％ 153.3 ％ 144.8 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 28.7 ％ 26.3 ％ 24.3 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 175.0 ％ 176.0 ％ 173.5 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 112.0 ％ 116.5 ％ 115.8 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 51.3 ％ 49.6 ％ 51.7 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 82.5 ％ 75.8 ％ 76.7 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 27,434 千 26,280 千 28,315 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 10,846 千 10,302 千 10,995 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 39.5 ％ 39.2 ％ 38.8 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 952 千 930 千 1,222 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 4,324 千 4,434 千 4,733 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 39.9 ％ 43.0 ％ 43.0 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 4,702 千 4,232 千 4,754 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 230.7 ％ 243.5 ％ 231.3 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 21,142 千 19,574 千 21,464 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 51.3 ％ 52.6 ％ 51.2 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 8.8 ％ 9.0 ％ 11.1 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 91.2 ％ 91.0 ％ 88.9 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

建設業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



製造業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 3.2 ％ 3.9 ％ 4.1 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 3.9 ％ 4.5 ％ 4.9 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 2.0 ％ 2.6 ％ 3.2 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 21.4 ％ 22.0 ％ 21.9 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 2.9 ％ 3.7 ％ 4.0 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 3.6 ％ 4.2 ％ 4.7 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 1.9 ％ 2.5 ％ 3.1 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 12.9 ％ 12.9 ％ 13.3 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 18.5 ％ 18.3 ％ 17.9 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 8.0 ％ 8.0 ％ 8.1 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.4 ％ 0.4 ％ 0.4 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 1.1 回 1.1 回 1.0 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 2.6 回 2.4 回 2.3 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 3.5 回 3.3 回 3.3 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 64.9 日 62.5 日 64.5 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 32.4 日 35.1 日 34.8 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 41.7 日 44.6 日 44.8 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 2.3 倍 2.2 倍 2.2 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 4.6 ％ 5.7 ％ 6.9 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 43.6 ％ 45.6 ％ 45.6 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 129.3 ％ 119.5 ％ 119.3 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 32.0 ％ 29.8 ％ 29.6 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 186.7 ％ 188.9 ％ 194.5 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 133.0 ％ 136.5 ％ 139.8 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 61.3 ％ 62.2 ％ 62.2 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 97.7 ％ 96.2 ％ 97.5 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 22,770 千 23,133 千 22,998 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 10,606 千 10,615 千 10,496 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 46.6 ％ 45.9 ％ 45.6 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 820 千 978 千 1,090 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 4,761 千 4,833 千 4,935 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 44.9 ％ 45.5 ％ 47.0 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 6,450 千 6,879 千 6,808 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 164.4 ％ 154.3 ％ 154.2 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 20,937 千 21,943 千 22,408 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 50.7 ％ 48.4 ％ 46.8 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 7.7 ％ 9.2 ％ 10.4 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 92.3 ％ 90.8 ％ 89.6 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

製造業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



情報通信業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 4.7 ％ 5.2 ％ 5.1 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 5.5 ％ 5.7 ％ 5.8 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 3.1 ％ 3.5 ％ 3.8 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 41.3 ％ 44.9 ％ 46.4 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 4.5 ％ 5.0 ％ 5.1 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 5.2 ％ 5.5 ％ 5.8 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 3.0 ％ 3.4 ％ 3.8 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 12.4 ％ 12.3 ％ 12.9 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 36.8 ％ 39.9 ％ 41.3 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 17.9 ％ 18.7 ％ 20.6 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.3 ％ 0.3 ％ 0.3 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 1.0 回 1.0 回 1.0 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 2.7 回 2.8 回 2.8 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 5.4 回 4.6 回 5.7 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 65.7 日 52.0 日 53.7 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 14.4 日 13.4 日 15.2 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 24.1 日 20.4 日 23.5 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 1.7 倍 1.7 倍 1.8 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 5.2 ％ 6.0 ％ 6.8 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 59.5 ％ 58.6 ％ 55.2 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 68.0 ％ 70.6 ％ 81.1 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 16.4 ％ 16.4 ％ 18.0 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 261.8 ％ 266.0 ％ 254.3 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 210.1 ％ 201.6 ％ 203.9 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 50.6 ％ 48.9 ％ 46.9 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 65.3 ％ 64.0 ％ 63.8 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 16,606 千 16,962 千 15,824 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 11,068 千 12,016 千 11,346 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 66.6 ％ 70.8 ％ 71.7 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 871 千 938 千 919 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 5,040 千 5,256 千 5,303 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 45.5 ％ 43.7 ％ 46.7 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 3,070 千 3,561 千 2,720 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 360.5 ％ 337.4 ％ 417.2 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 15,935 千 16,312 千 15,770 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 69.5 ％ 73.7 ％ 71.9 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 7.9 ％ 7.8 ％ 8.1 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 92.1 ％ 92.2 ％ 91.9 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

情報通信業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



運輸業，郵便業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 3.9 ％ 3.6 ％ 2.9 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 4.8 ％ 4.5 ％ 3.7 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 3.5 ％ 3.0 ％ 2.8 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 24.9 ％ 26.4 ％ 25.6 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 3.1 ％ 3.0 ％ 2.4 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 3.8 ％ 3.7 ％ 3.1 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 2.7 ％ 2.5 ％ 2.3 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 19.5 ％ 20.3 ％ 22.2 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 21.8 ％ 23.4 ％ 23.2 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 10.1 ％ 10.5 ％ 10.1 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.6 ％ 0.5 ％ 0.5 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 1.3 回 1.2 回 1.2 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 2.4 回 2.3 回 2.1 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 3.0 回 2.8 回 2.7 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 41.8 日 43.7 日 42.5 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 1.1 日 1.8 日 1.2 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 26.7 日 27.5 日 30.0 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 3.1 倍 2.8 倍 2.8 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 10.7 ％ 8.3 ％ 7.8 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 32.6 ％ 36.3 ％ 35.3 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 206.8 ％ 175.5 ％ 183.1 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 40.9 ％ 37.0 ％ 38.9 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 159.4 ％ 166.5 ％ 155.0 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 130.6 ％ 126.4 ％ 118.0 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 75.5 ％ 74.1 ％ 76.9 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 166.0 ％ 147.7 ％ 156.2 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 14,282 千 14,751 千 15,431 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 10,379 千 10,800 千 11,022 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 72.7 ％ 73.2 ％ 71.4 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 536 千 548 千 483 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 4,223 千 4,539 千 4,978 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 40.7 ％ 42.0 ％ 45.2 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 4,756 千 5,141 千 5,646 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 218.2 ％ 210.1 ％ 195.2 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 11,155 千 12,145 千 13,047 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 93.0 ％ 88.9 ％ 84.5 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 5.2 ％ 5.1 ％ 4.4 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 94.8 ％ 94.9 ％ 95.6 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

運輸業，郵便業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



卸売業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 2.1 ％ 2.6 ％ 3.0 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 2.9 ％ 3.2 ％ 3.7 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 1.6 ％ 1.9 ％ 2.2 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 15.0 ％ 16.2 ％ 15.0 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 1.3 ％ 1.6 ％ 1.8 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 1.7 ％ 1.9 ％ 2.2 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 1.0 ％ 1.1 ％ 1.3 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 0.5 ％ 0.5 ％ 0.4 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 13.8 ％ 14.6 ％ 13.2 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 6.5 ％ 6.4 ％ 6.4 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.3 ％ 0.2 ％ 0.2 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 1.7 回 1.7 回 1.7 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 5.2 回 5.0 回 5.1 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 8.1 回 8.5 回 8.2 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 57.7 日 59.1 日 57.3 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 22.9 日 19.1 日 20.5 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 49.5 日 51.9 日 53.0 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 2.7 倍 2.6 倍 2.6 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 4.3 ％ 4.9 ％ 5.7 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 37.4 ％ 38.3 ％ 38.0 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 167.1 ％ 161.3 ％ 163.1 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 28.7 ％ 29.1 ％ 26.3 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 160.6 ％ 159.8 ％ 156.6 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 116.5 ％ 119.5 ％ 118.2 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 56.0 ％ 57.6 ％ 57.7 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 87.0 ％ 88.4 ％ 87.2 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 66,862 千 66,338 千 72,302 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 12,617 千 12,640 千 11,915 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 18.9 ％ 19.1 ％ 16.5 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 1,142 千 1,267 千 1,563 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 4,662 千 4,597 千 4,890 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 37.0 ％ 36.4 ％ 41.0 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 8,117 千 7,746 千 8,730 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 155.4 ％ 163.2 ％ 136.5 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 39,396 千 39,462 千 42,429 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 32.0 ％ 32.0 ％ 28.1 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 9.1 ％ 10.0 ％ 13.1 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 90.9 ％ 90.0 ％ 86.9 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

卸売業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



小売業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 2.2 ％ 3.4 ％ 2.5 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 3.1 ％ 4.4 ％ 3.9 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 1.5 ％ 2.8 ％ 2.6 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 30.6 ％ 31.0 ％ 30.5 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 1.3 ％ 1.9 ％ 1.4 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 1.8 ％ 2.4 ％ 2.3 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 0.9 ％ 1.5 ％ 1.5 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 0.7 ％ 0.5 ％ 0.7 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 29.3 ％ 29.1 ％ 29.1 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 13.0 ％ 11.8 ％ 13.4 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.3 ％ 0.3 ％ 0.3 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 1.7 回 1.8 回 1.7 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 3.6 回 4.1 回 4.0 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 5.2 回 5.4 回 5.7 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 22.3 日 28.5 日 30.4 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 25.0 日 21.7 日 27.2 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 26.7 日 27.0 日 28.5 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 3.0 倍 2.7 倍 2.8 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 4.5 ％ 7.5 ％ 7.1 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 33.3 ％ 36.7 ％ 36.2 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 200.5 ％ 172.2 ％ 176.6 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 40.5 ％ 35.5 ％ 37.8 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 143.3 ％ 150.8 ％ 158.3 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 85.6 ％ 95.9 ％ 95.8 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 74.6 ％ 70.1 ％ 66.8 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 142.4 ％ 121.3 ％ 118.1 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 26,003 千 29,549 千 26,081 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 8,824 千 9,831 千 8,410 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 33.9 ％ 33.3 ％ 32.2 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 468 千 716 千 601 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 3,554 千 3,616 千 3,658 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 40.3 ％ 36.8 ％ 43.5 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 4,934 千 5,425 千 4,455 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 178.9 ％ 181.2 ％ 188.8 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 15,096 千 16,257 千 15,289 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 58.5 ％ 60.5 ％ 55.0 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 5.3 ％ 7.3 ％ 7.1 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 94.7 ％ 92.7 ％ 92.9 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

小売業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



不動産業，物品賃貸業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 2.7 ％ 2.8 ％ 2.5 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 2.6 ％ 2.8 ％ 2.6 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 1.8 ％ 2.0 ％ 1.6 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 48.2 ％ 47.0 ％ 43.3 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 9.2 ％ 8.6 ％ 8.2 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 8.9 ％ 8.6 ％ 8.5 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 6.1 ％ 6.2 ％ 5.2 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 1.4 ％ 1.4 ％ 1.7 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 39.0 ％ 38.4 ％ 35.1 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 13.8 ％ 13.1 ％ 12.8 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 3.0 ％ 1.9 ％ 1.6 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 0.3 回 0.3 回 0.3 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 0.4 回 0.5 回 0.5 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 0.5 回 0.6 回 0.6 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 33.5 日 23.8 日 20.9 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 117.3 日 71.3 日 99.0 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 17.2 日 16.7 日 15.7 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 2.6 倍 3.1 倍 2.7 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 4.6 ％ 6.1 ％ 4.4 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 38.8 ％ 32.7 ％ 36.6 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 157.6 ％ 205.8 ％ 173.3 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 45.0 ％ 48.8 ％ 47.1 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 144.4 ％ 153.7 ％ 169.2 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 69.6 ％ 76.0 ％ 77.8 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 87.2 ％ 86.3 ％ 83.5 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 175.0 ％ 211.0 ％ 184.5 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 26,749 千 27,207 千 29,036 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 17,605 千 17,542 千 18,125 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 65.8 ％ 64.5 ％ 62.4 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 2,373 千 2,347 千 2,473 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 4,068 千 3,950 千 4,205 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 23.1 ％ 22.5 ％ 23.2 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 49,936 千 47,583 千 48,514 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 35.3 ％ 36.9 ％ 37.4 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 91,376 千 84,555 千 94,918 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 19.3 ％ 20.7 ％ 19.1 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 13.5 ％ 13.4 ％ 13.6 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 86.5 ％ 86.6 ％ 86.4 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

不動産業，物品賃貸業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



学術研究，専門・技術サービス業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 4.6 ％ 5.9 ％ 3.9 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 5.5 ％ 6.9 ％ 4.5 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 3.9 ％ 5.5 ％ 3.3 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 47.7 ％ 49.2 ％ 50.6 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 5.6 ％ 7.5 ％ 6.7 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 6.7 ％ 8.7 ％ 7.8 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 4.8 ％ 7.0 ％ 5.8 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 12.8 ％ 12.0 ％ 11.6 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 42.1 ％ 41.7 ％ 43.9 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 23.1 ％ 22.6 ％ 23.6 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.4 ％ 0.4 ％ 0.5 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 0.8 回 0.8 回 0.6 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 1.8 回 1.5 回 1.0 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 6.3 回 4.9 回 3.6 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 48.6 日 46.4 日 51.5 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 8.5 日 9.3 日 13.1 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 21.0 日 21.4 日 18.8 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 1.9 倍 1.8 倍 1.7 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 7.4 ％ 9.9 ％ 5.5 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 52.2 ％ 55.7 ％ 59.9 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 91.6 ％ 79.4 ％ 66.9 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 21.8 ％ 25.2 ％ 20.7 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 175.0 ％ 191.7 ％ 193.0 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 126.4 ％ 147.4 ％ 133.6 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 66.9 ％ 70.1 ％ 71.9 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 89.2 ％ 95.0 ％ 92.4 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 13,505 千 13,874 千 13,892 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 9,535 千 10,014 千 10,015 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 70.6 ％ 72.2 ％ 72.1 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 909 千 1,209 千 1,089 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 4,840 千 4,807 千 4,903 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 50.8 ％ 48.0 ％ 49.0 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 2,146 千 2,789 千 3,714 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 444.2 ％ 359.1 ％ 269.7 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 16,569 千 17,565 千 24,125 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 57.5 ％ 57.0 ％ 41.5 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 9.5 ％ 12.1 ％ 10.9 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 90.5 ％ 87.9 ％ 89.1 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

学術研究，専門・技術サービス業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



宿泊業，飲食サービス業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 1.8 ％ 1.5 ％ 2.2 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 2.8 ％ 2.5 ％ 2.7 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 2.0 ％ 1.4 ％ 1.9 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 63.2 ％ 64.6 ％ 62.0 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 1.7 ％ 1.5 ％ 2.1 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 2.7 ％ 2.6 ％ 2.6 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 1.9 ％ 1.4 ％ 1.8 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 0.9 ％ 3.1 ％ 5.2 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 61.5 ％ 63.0 ％ 59.9 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 27.3 ％ 28.7 ％ 27.5 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.9 ％ 0.9 ％ 0.9 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 1.0 回 1.0 回 1.0 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 1.4 回 1.3 回 1.4 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 1.6 回 1.5 回 1.7 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 9.5 日 9.1 日 12.0 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 4.5 日 4.3 日 4.6 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 14.4 日 12.8 日 14.0 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 8.2 倍 6.9 倍 4.8 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 16.4 ％ 9.6 ％ 9.0 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 12.3 ％ 14.4 ％ 20.8 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 715.6 ％ 594.3 ％ 380.1 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 68.6 ％ 68.4 ％ 59.3 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 73.5 ％ 108.6 ％ 104.5 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 55.5 ％ 80.0 ％ 80.7 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 112.3 ％ 96.5 ％ 97.6 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 619.6 ％ 509.8 ％ 346.6 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 8,927 千 8,758 千 8,788 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 5,908 千 6,115 千 6,032 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 66.2 ％ 69.8 ％ 68.6 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 242 千 224 千 231 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 2,518 千 2,785 千 2,879 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 42.6 ％ 45.5 ％ 47.7 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 5,587 千 5,673 千 5,206 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 105.8 ％ 107.8 ％ 115.9 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 8,585 千 8,854 千 8,568 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 68.8 ％ 69.1 ％ 70.4 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 4.1 ％ 3.7 ％ 3.8 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 95.9 ％ 96.3 ％ 96.2 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

宿泊業，飲食サービス業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



生活関連サービス業，娯楽業

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 2.7 ％ 2.9 ％ 2.1 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 3.6 ％ 3.9 ％ 3.2 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 1.3 ％ 1.9 ％ 1.7 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 31.5 ％ 30.7 ％ 34.0 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 2.1 ％ 2.3 ％ 1.8 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 2.7 ％ 3.0 ％ 2.7 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 1.0 ％ 1.5 ％ 1.4 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 1.5 ％ 2.0 ％ 2.0 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 29.5 ％ 28.5 ％ 32.1 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 11.3 ％ 10.6 ％ 12.8 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.5 ％ 0.5 ％ 0.4 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 1.3 回 1.3 回 1.2 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 1.9 回 1.9 回 1.7 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 2.4 回 2.4 回 2.2 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 8.1 日 9.4 日 7.4 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 3.7 日 3.6 日 3.2 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 8.5 日 11.2 日 8.0 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 3.3 倍 2.9 倍 2.8 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 4.2 ％ 5.6 ％ 4.6 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 29.9 ％ 34.0 ％ 36.1 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 234.8 ％ 194.2 ％ 176.7 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 37.7 ％ 36.4 ％ 32.5 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 127.8 ％ 113.8 ％ 142.8 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 86.1 ％ 85.7 ％ 96.0 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 90.4 ％ 94.2 ％ 87.2 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 228.3 ％ 201.4 ％ 187.4 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 26,013 千 26,603 千 22,416 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 10,418 千 11,210 千 9,740 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 40.0 ％ 42.1 ％ 43.4 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 710 千 808 千 606 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 3,316 千 3,366 千 3,313 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 31.8 ％ 30.0 ％ 34.0 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 10,885 千 10,929 千 10,115 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 95.7 ％ 102.6 ％ 96.3 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 19,817 千 20,626 千 19,077 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 52.6 ％ 54.3 ％ 51.1 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 6.8 ％ 7.2 ％ 6.2 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 93.2 ％ 92.8 ％ 93.8 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

生活関連サービス業，娯楽業合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



サービス業(他に分類されないもの)

平成28年 ～ 平成30年

① 総合収益性分析

1 総資本営業利益率 営業利益÷総資本×100 ↑ 2.2 ％ 3.8 ％ 4.7 ％

2 総資本経常利益率 経常利益÷総資本×100 ↑ 3.4 ％ 4.9 ％ 5.4 ％

3 総資本当期純利益率 当期純利益÷総資本×100 ↑ 2.3 ％ 3.0 ％ 3.4 ％

② 売上高利益分析

4 売上高総利益率 売上総利益÷売上高 ×100 ↑ 44.8 ％ 38.2 ％ 40.2 ％

5 売上高営業利益率 営業利益÷売上高 ×100 ↑ 2.6 ％ 2.9 ％ 3.8 ％

6 売上高経常利益率 経常利益÷売上高 ×100 ↑ 3.9 ％ 3.8 ％ 4.4 ％

7 売上高当期純利益率 当期純利益÷売上高 ×100 ↑ 2.7 ％ 2.3 ％ 2.8 ％

8 売上高対労務費比率 労務費÷売上高 ×100 ↓ 16.5 ％ 22.0 ％ 24.1 ％

9 売上高対販売管理費比率 販売管理費÷売上高×100 ↓ 42.2 ％ 35.3 ％ 36.4 ％

10 売上高対人件費比率 人件費（販管費中）÷ 売上高×100 ↓ 22.6 ％ 19.2 ％ 19.7 ％

11 売上高対支払利息比率 支払利息割引料÷売上高×100 ↓ 0.4 ％ 0.3 ％ 0.4 ％

③ 回転率・回転期間分析

12 総資本回転率 売上高÷総資本 ↑ 0.9 回 1.3 回 1.2 回

13 固定資産回転率 売上高÷固定資産 ↑ 2.0 回 3.1 回 3.3 回

14 有形固定資産回転率 売上高÷有形固定資産 ↑ 3.1 回 4.8 回 4.7 回

15 売上債権回転期間 (売掛金＋受取手形)÷売上高×365 ↓ 56.2 日 40.9 日 42.5 日

16 棚卸資産回転期間 棚卸資産÷売上高×365 ↓ 8.0 日 4.2 日 4.4 日

17 仕入債務回転期間 （支払手形＋買掛金）÷ 売上高×365 - 49.4 日 22.5 日 21.2 日

④ 財務レバレッジ分析

18 財務レバレッジ 総資本÷自己資本 － 3.0 倍 2.2 倍 2.4 倍

19 自己資本当期純利益率 当期純利益÷自己資本 ×100 ↑ 6.9 ％ 6.7 ％ 8.2 ％

⑤ 資本の安定性分析

20 自己資本比率 自己資本÷総資本×100 ↑ 33.4 ％ 44.9 ％ 42.2 ％

21 負債比率 負債÷自己資本×100 ↓ 199.1 ％ 122.7 ％ 136.8 ％

22 借入金依存度 （短期借入金＋長期借入金）÷総資産×100 ↓ 24.9 ％ 25.9 ％ 31.9 ％

⑥ 短期支払能力分析

23 流動比率 流動資産÷流動負債×100 ↑ 130.9 ％ 192.1 ％ 215.6 ％

24 当座比率 当座資産÷流動負債×100 ↑ 98.7 ％ 151.5 ％ 151.9 ％

⑦ 調達と運用の適合性分析

25 固定長期適合率 固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100 ↓ 76.1 ％ 60.0 ％ 52.3 ％

26 固定比率 固定資産÷自己資本×100 ↓ 129.6 ％ 93.3 ％ 87.9 ％

⑧ 生産性分析

27 １人当たりの売上高 売上高÷従業員数 ↑ 8,540 千 9,808 千 10,531 千

28 １人当たりの付加価値額 付加価値÷従業員数 ↑ 6,084 千 6,838 千 7,637 千

29 付加価値比率 付加価値÷売上高×100 ↑ 71.2 ％ 69.7 ％ 72.5 ％

30 １人当たりの経常利益 経常利益÷従業員数 ↑ 335 千 371 千 461 千

31 １人当たりの人件費 （人件費＋労務費）÷従業員数 ↑ 3,341 千 4,039 千 4,614 千

32 労働分配率 （人件費＋労務費）÷付加価値×100 ↓ 54.9 ％ 59.1 ％ 60.4 ％

33 労働装備率 （有形固定資産－建設仮勘定）÷従業員数 ↑ 2,640 千 2,017 千 2,169 千

34 設備投資効率 付加価値÷（有形固定資産－建設仮勘定）×100 ↑ 230.5 ％ 339.0 ％ 352.0 ％

35 資本集約度 総資本÷従業員数 ↑ 9,830 千 7,514 千 8,544 千

36 資本投資効率 付加価値÷総資本×100 ↑ 61.9 ％ 91.0 ％ 89.4 ％

⑨ 損益分岐点分析

37 安全余裕率 経常利益÷付加価値×100 ↑ 5.5 ％ 5.4 ％ 6.0 ％

38 損益分岐点比率 (1－経常利益÷付加価値)×100 ↓ 94.5 ％ 94.6 ％ 94.0 ％

※計算基礎データ出所

平成28年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成28年確報（平成27年度決算実績）」

平成29年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成29年確報（平成28年度決算実績）」

平成30年：中小企業庁「中小企業実態基本調査　平成30年確報（平成29年度決算実績）」

※付加価値計算式 ： 付加価値＝売上高－（商品仕入原価＋材料費＋外注費） 

分析値業種別三期比較表

比較産業分類  大分類 ： ※良否基準：↑高い方が良い指標　↓低い方が良い指標

良
否
基
準

サービス業(他に分類されないもの)合計
における平均値比較年度 ：

平成28年 平成29年 平成30年 推移



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析値業種別三期比較表 （平成 28 年～平成 30 年） 
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